
令和５年３月１日   

建設工事に係る入札制度について（令和５年度～） 
 

 

西脇市では、入札・契約事務の公平性・透明性・競争性の確保に取り組んでいるところで

すが、現下の厳しい地域経済の状況を踏まえ、市内の建設業者の育成支援対策及び建設工事

の品質確保等を図るための取組として、令和５年度（令和５年４月１日以降の入札公告分か

ら適用）から下記のとおり実施します。 

なお、低入札価格調査の対象となる設計金額が１億円以上の建設工事について、今回の変

更により失格基準価格を設定します。 

 

 

Ⅰ 最低制限価格について 

 １ 適用範囲 
変更前 変更後（令和５年４月１日～） 

設計金額が100万円以上１億円未満 変更なし 

  

２ 最低制限価格の算出方法 

変更前 変更後（令和５年４月１日～） 

〇土木・建築・水道施設・舗装工事 

｢直接工事費｣×97％+｢共通仮設費｣×90％+ 

｢現場管理費｣×90％+｢一般管理費｣×55％ 

〇その他の工事は案件ごとに設定 

〇土木・建築・水道施設・舗装工事 

｢直接工事費｣×97％+｢共通仮設費｣×90％+ 

｢現場管理費｣×90％+｢一般管理費｣×68％ 

〇その他の工事は案件ごとに設定 

最低制限価格は、予定価格算出の基礎と

なった上に掲げる額の合計額から、上位４

桁以下の端数を切り捨てた額とします（予

定価格の 100分の75から 100分の92までの

範囲内）。 

ただし、積算の主要部分が標準積算単価

にない場合や上記４工種以外が含まれる場

合など、上記の算式による算定が困難な場

合は、予定価格に 100分の75を乗じて得た

額から予定価格に 100分の92を乗じて得た

額の範囲内で適宜定めます。 

変更なし 

 

 

Ⅱ 低入札価格調査基準価格及び失格基準価格について 

 １ 適用範囲 
変更前 変更後（令和５年４月１日～） 

設計金額が１億円以上 変更なし 

  

２ 低入札価格調査基準価格の算出方法 

変更前 変更後（令和５年４月１日～） 

〇土木・建築・水道施設・舗装工事 

｢直接工事費｣×97％+｢共通仮設費｣×90％+ 

｢現場管理費｣×90％+｢一般管理費｣×55％ 

〇その他の工事は案件ごとに設定 

〇土木・建築・水道施設・舗装工事 

｢直接工事費｣×97％+｢共通仮設費｣×90％+ 

｢現場管理費｣×90％+｢一般管理費｣×68％ 

〇その他の工事は案件ごとに設定 



低入札価格調査基準価格は、予定価格算

出の基礎となった上に掲げる額の合計額か

ら、上位４桁以下の端数を切り捨てた額と

します（予定価格の 100分の75から 100分

の92までの範囲内）。 

ただし、積算の主要部分が標準積算単価

にない場合や上記４工種以外が含まれる場

合など、上記の算式による算定が困難な場

合は、予定価格に 100分の75を乗じて得た

額から予定価格に 100分の92を乗じて得た

額の範囲内で適宜定めます。 

変更なし 

 

３ 失格基準価格の算出方法 

変更前 【新設】変更後（令和５年４月１日～） 

設定なし 

〇土木・建築・水道施設・舗装工事 

｢直接工事費｣×90％+｢共通仮設費｣×70％+ 

｢現場管理費｣×90％+｢一般管理費｣×68％ 

〇その他の工事は案件ごとに設定 

設定なし 

失格基準価格は、予定価格算出の基礎と

なった上に掲げる額の合計額から、上位４

桁以下の端数を切り捨てた額とします（予

定価格の 100分の75から 100分の92までの

範囲内）。 

ただし、積算の主要部分が標準積算単価

にない場合や上記４工種以外が含まれる場

合など、上記の算式による算定が困難な場

合は、予定価格に 100分の75を乗じて得た

額から予定価格に 100分の92を乗じて得た

額の範囲内で適宜定めます。 

 ※失格基準価格…契約内容に適合した建設工事の履行がなされないおそれがあると認めら

れる場合の基準となる価格 

 

 

Ⅲ 制限付一般競争入札について 

 １ 適用範囲 
変更前 変更後（令和５年４月１日～） 

設計金額が100万円以上 変更なし 

緊急を要する工事及び特殊な技術を要す

る工事又は市長が制限付一般競争入札で行

うことが適切でないと認める場合を除きま

す。 

また、塗装、樋門工事など対象業者が少

ない工種、防水工事等、周知が困難な工種

等は指名競争入札で行う場合があります。 

変更なし 

  

 ２ 公告日 
変更前 変更後（令和５年４月１日～） 

毎月 ５日、15日、25日 変更なし 



３ 地域要件 
 変更前 変更後（令和５年４月１日～） 

市内業者 設計金額が１億円未満 

変更なし 

市内・準 

市内業者 

設計金額が１億円以上 

１億5,000万円未満 

地域要件無 １億5,000万円以上 

特殊な技術を要する工事や対象業者数が

基準に満たない場合等はこの限りではあり

ません。 

 

Ⅳ 予定価格等の事後公表について 

 １ 適用範囲 
変更前 変更後（令和５年４月１日～） 

設計金額が100万円以上の工事全て 変更なし 

 

 ２ 公表項目 
変更前 変更後（令和５年４月１日～） 

予定価格 変更なし 

 


